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要旨：東日本大震災での福島第一原子力発電所の事故では，現在でも格納容器内に放射線量の高いデブリ（溶

融した燃料）が放置されたままである。また，炉心へ注入した冷却水だけでなく，外部からの地下水流入に

より，放射性物質を有する汚染水が敷地内に大量に残留しており，それらの処理，一時保管，漏洩防止など

が重要な課題となっている。一方，福島第一原子力発電所から放出された放射性物質は，エアロゾル等の浮

遊粒子状物質として拡散・沈降し，林野，農地，市街地，屋外の材料，あるいは地震と津波で発生したがれ

きなど広く環境を汚染した。これらの汚染されたコンクリート材料の処理，処分，再利用技術が必要とされ

ている。本報告はこれらに関する活動概要を取りまとめたものである。 
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1. はじめに 

東日本大震災での福島第一原子力発電所の事故では，

大量の放射性物質が周辺環境へ放出され，現在でも格納

容器内に放射線量の高いデブリ（溶融した燃料）が放置

されたままである。また，炉心へ注入した冷却水だけで

なく，外部からの地下水流入により，放射性物質を有す

る汚染水が敷地内に大量に残留しており，それらの処理，

一時保管，漏洩防止などが重要な課題となっている。ま

た，放射性物質に汚染されたコンクリート材料，コンク

リートがらなどの再利用方法の枠組み，放射性物質の影

響を受けた廃棄物や土壌などの封じ込め処理なども重要

な課題である。社会的関心も高いこれらの課題へのコン

クリート工学の分野からの技術貢献を目的とし，公益社

団法人日本コンクリート工学会の中に，放射性物質の封

じ込めとコンクリート材料の安全利用調査研究委員会が

設けられた。この委員会は，東日本大震災特別委員会（平

成 23 年度〜平成 24 年度）のエネルギー関連施設小委員

会および材料生産・施工小委員会の活動を引き継ぐもの

であり，特に放射性物質の封じ込めとコンクリート材料

の安全利用に関し詳細な検討を行うこととした。委員会

内には，①発電所からの漏洩防止，②汚染廃棄物の低減，

③汚染廃棄物の封じ込め，④再利用技術の 4 つの WG を

設置し調査活動を行ってきた。本稿は，それらについて

報告するものである。 

1.1 委員会の活動期間と委員会構成 

 本委員会の活動期間は，平成 24 年 4 月から平成 26 年

3 月である。委員会の構成を表－1.1に示す。 

 

表－1.1 委員構成 

委員長：橘高 義典（首都大学東京） 
副委員長：十河 茂幸（広島工業大学） 
副委員長：前川 宏一（東京大学） 
幹事長：今本 啓一（東京理科大学） 
幹 事：半井 健一郎（広島大学） 
幹 事：山田 一夫（独立行政法人国立環境研究所） 
幹 事：宮里 心一（金沢工業大学） 

【ＷＧ１：発電所からの漏洩防止】 
◎橘高 義典（首都大学東京）○今本 啓一（東京理科大学） 
小澤 満津雄（群馬大学） 坂井 悦郎（東京工業大学大学院） 
中野 眞木郎（独立行政法人原子力安全基盤機構） 
西田 孝弘（東京工業大学） 別府 万寿博（防衛大学校） 
【ＷＧ２：汚染廃棄物の低減】 
◎山田 一夫（独立行政法人国立環境研究所） 
兼松 学（東京理科大学） 小西 正芳（住友大阪セメント株
式会社） 細川 佳史（太平洋セメント株式会社） 
丸山 一平（名古屋大学） 
【ＷＧ３：汚染廃棄物の封じ込め】 
◎前川 宏一（東京大学） ○半井 健一郎（広島大学） 
入江 正明（独立行政法人原子力安全基盤機構） 
蔵重  勲（一般財団法人電力中央研究所） 庭瀬 一仁（日
本原燃株式会社） 松沢 晃一（首都大学東京） 
【ＷＧ４：汚染廃棄物の再利用技術】 
◎十河 茂幸（広島工業大学） ○宮里 心一（金沢工業大学） 
大脇 英司（大成建設株式会社） 片野 啓三郎（株式会社大
林組） 鈴木 澄江（一般財団法人建材試験センター） 
瀬古 繁喜（愛知工業大学） 久田 真（東北大学大学院） 
渡辺 博志（独立行政法人土木研究所） 
◎主査 ○副査 

通信委員：氏家  勲（愛媛大学） 
オブザーバー：梅木 芳人（中部電力株式会社） 

 

2. 発電所からの漏洩防止 

2.1 漏洩の現状 

 東京電力福島第一原子力発電所の敷地内および周辺に

降った雨は，ほぼ全量が地盤に浸透し地下水として西側

*1 首都大学東京 教授 工博 (正会員)   *4 東京理科大学 教授 博士（工学）（正会員） 

*2 広島工業大学 教授 工博 (正会員)   *5 広島大学 准教授 博士（工学）（正会員） 

*3 東京大学 教授 工博 (正会員)   *6 独立行政法人国立環境研究所 工博 (正会員) 

      *7 金沢工業大学 教授 博士（工学）（正会員） 
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から東側へ地質勾配に沿って太平洋に流れ出している

（図-2.1 参照）。１日に発生する平均地下水量は約

800m3/日（事故当初は 1000m3／日の推定）あり，このう

ち約 400m3/日が原子炉建屋地下に流入，残りの約 400m3

は一部が埋設トレンチ内の汚染源に触れて，海側に流れ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1地下水発生のメカニズムと地質構造([1]に加筆) 

 

一方，建屋においては，当初水素爆発等よるに損傷が

生じていたが，現在では補修がなされている。ただし内

部の床は当時の状況のままである。 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2.1 4号機の損傷と補修後（提供：東京電力） 

 

2.2 衝撃圧を受けたコンクリートの損傷と耐久性 

 ここではコンポジション C-4 爆薬（C4 爆薬）の接触お

よび近接爆発を受けるコンクリートの破壊性状と損傷に

よる圧縮強度の低下について実験的な検討を行った例を

紹介する。図－2.2 に示すように，爆発損傷を受けるこ

とによりコンクリートの圧縮強度が低下することが示さ

れている[2]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.2 クラック数と圧縮強度の関係[2] 

 

 また，図－2.3 は水素爆轟による損傷を受けたコンク

リート[3]への塩分浸透を観察したものであるが，ひび割

れ部分から塩分の浸透が明確に確認され，このひび割れ

の損傷状況に応じて物質移動が容易になっていることが

確認された。 

 

図－2.3 供試体(ひび割れ有り)の塩分浸透状況 

 

2.3 高温加熱作用を受けたコンクリートの耐久性 

 爆発やデブリによる極高温加熱（熱源約 2700℃）を受

けた後も，撤去が完了するまでの 30 年間，構造物は存立

していなければならない。ここでは熱的損傷を受けたコ

ンクリートの長期性状に関する基礎研究を紹介する。 

図－2.4 は高温加熱によるフライアッシュコンクリー

トのクリープ挙動を示したものである。加熱により圧縮

強度は低下するが，その 1/3 荷重下のクリープひずみは，

加熱を受けていないコンクリートのそれよりも約 2.5 倍

程度大きく，さらに吸水することによってクリープひず

みは継時的に増加し，吸水をしていない状態よりも若干

クリープひずみが大きくなる傾向にある[4]。 
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図－2.4 スペシフィッククリープひずみの変化[4] 

  

一方，この種のコンクリートにおいて，加熱を受ける

ことによりその細孔量は大きくなることも示されている

（図－2.5）。また，圧縮強度が 30N/mm2の普通コンクリ

ートを対象として，加熱なし，100℃，200℃，500℃加熱

を実施し， 3%NaCl 溶液(海水相当)による塩水浸漬試験

を実施した。図－2.6に示されるように，加熱なし，200℃

における塩分浸透深さは 5mm～14mm 程度であり，大き

な差異は見られなかった。一方で，500℃加熱を行った供

試体は，塩分が全体に浸透していることがわかった。 
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図－2.5 加熱による細孔容積の変化[4] 

 
加熱前 

 
500℃加熱（全面浸透） 

図－2.6 加熱による塩分浸透状況[5] 

 

2.4 建屋内止水に用いるコンクリート材料に関する技術 

 任意の形状・場所に充填可能で，流水中においても固

化し，かつその施工が地上部から可能な材料に必要とさ

れる性能は，水中不分離性，高流動性ならびに，広域に

充填させることからスランプフロー持続性などである。 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.7 建屋内止水のための JCIからの助言 

 

 本委員会では図－2.7 の止水方法を助言として提案し， 

 水中不分離性コンクリートおよび高流動コンクリ

ート[6]，[7] 

 コンクリートのひび割れ制御技術[8]-[11] 

 コンクリートの吹付け工法に関する技術[12] 

に関する委員会報告書等の概要を取りまとめた。 

2.5 遮水壁に用いるコンクリートに関する技術 

 建屋内への地下水流入抑制対策として陸側遮水壁設置

等を予定しているが，これらの対策が 十分機能しないリ

スクを低減する為に，敷地内における主な地下水の供給

源である敷地山側(海抜約 35m エリア)での降雨の地下

浸透の減少，山側での地下水の遮断(原子炉建屋等の南北

へ の地下水誘導による建屋への流入量減少)を行うこと

が望まれている。ここでは，図－2.8 に示す建屋内への

地下水流入抑制対策を助言として提案し，関連する以下

の委員会報告書の概要を取りまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.8 300年の止水効果想定の 2重地中 RC連続壁 

 

 注入用セメント[13] 

 地中連続壁工法[14] 

 地震時のひび割れ制御 

 長期耐久性確保のためのコンクリート技術と維持

保全技術[15]-[18] 

 

2.6 汚染水の格納 

毎日発生する汚染水を処理するために，様々なタンク

が設置され現在までに約 35 万 m3の汚染水が貯留されて

いる（H25.11.19 時点）。1000m3規模のタンクが２日に１

基必要になる状況にあって汚染水を格納する鋼製タンク

ではピース接続部等からの漏えいが収まらない状況にあ

る。ここでは鋼製タンクに代わるものとしての，オール

プレキャスト PC タンクの適用性について紹介がなされ

るとともに，IRID（国際廃炉研究開発機構）における汚

染水対策に関する技術募集のうち，コンクリートタンク

に関する情報を取りまとめた[19]。 

 

3. 放射性物質により汚染された災害廃棄物の処理と処

分 

3.1 はじめに 

 汚染廃棄物の低減と封じ込めのワーキングでは，原子

力発電所内と汚染が特に厳しいその近傍を除き，福島第
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一原子力発電所の事故により，放射性物質による何らか

の汚染が広がった地域を対象に，除染や汚染された各種

廃棄物の処理と処分を議論した。 

3.2 事故後の放射性物質の拡散と環境汚染 

 まず，事故により放出された放射性物質のうち，半減

期と放出量から考えて今後も問題となると考えられる

Cs-137 について，その理由や放出後の移動や沈着状況な

どを説明した。事故により環境に放出された Cs は大気

とともに移流拡散し，降雨の影響も受けて地表にもたら

された。土壌や植生などに補足された Cs の大半は環境

に安定的に留まるが，一部は，人間活動によって再移動

し，最終的には下水道汚泥や一般ごみの焼却灰に集積し

ている。 

 次に，放射性物質により汚染された災害廃棄物処理の

法律的な扱いについても説明した。放射性廃棄物の処

理・処分は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律（炉規法）」に基づき原子力発電所内で発生

した放射性廃棄物について規定されている。しかし，今

回の事故で放出された放射性物質には対応できないこと

から，「平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性

物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（特

措法）」が制定され，原子力発電所の敷地の外にある放射

性物質に汚染された災害廃棄物の処理について規定がな

されている。 

3.3 コンクリートの除染 

 コンクリートへの放射性 Cs による汚染は表面部分に

留まり，その部分を研削すれば除染されるが，地震や津

波で破壊されたコンクリートは簡単に表面を研削できな

いので除染が難しい。ここでは粉砕による除染の方法を

紹介した。 

小川らは，再生骨材を製造する際，再生骨材に付着す

るペースト部分の脆弱な欠陥部（クラック，空隙部，気

泡等）を選択的に除去することにより，副産微粉の発生

量が従来法の約半分に抑制できる再生骨材製造技術を開

発し，さらに，この技術を放射性物質が付着したコンク

リート破砕物の表面除染に適用した[20]。再生路盤材

(RC-40)に安定な CsCl の水溶液を噴霧して作製した模擬

汚染コンクリートの実験では，整粒機で 1 回磨砕すると

Cs 残存率が 56%に，2 回磨砕すると 46%にまで低減され

たことが報告されている（図－3.1）。 

3.4 コンクリートによる遮蔽 

 まず，コンクリートの遮蔽に関する設計について，理

論的遮蔽計算方法も含めて詳細な説明を行った。放射性

Cs は，ガンマ線を発生させる放射性核種の代表種として

考えられている。ガンマ線とは放射線の一種であり，エ

ネルギーが非常に高く，主に放射性核種の崩壊によって 

 

図－3.1 整粒機で磨砕した模擬汚染コンクリート試料

のセシウム残存率の変化[20] 

 

生成される。ガンマ線は透過性質を持つため，アルファ 

線やベータ線のように紙やアルミニウム板などの軽い物

質で十分に遮蔽することはできず，密度の大きい鉛や厚

い鉄板により効率的に遮蔽できる。よって，ガンマ線か

らの防護は他の放射線と比較して難しいと考えられてい

ることから，コリメートされた場合と等方散乱する場合

のガンマ線の減衰の考え方について示した。そのうえで，

遮蔽による線量の評価手法として，特にモンテカルロ法

を用い，コンクリートなどの遮蔽効果の解析を示した。 

 次に，放射性物質により汚染された災害廃棄物の保管

用コンクリート容器について，情報を収集・整理した。

容器の性能としては，放射線の遮蔽能力と物質の漏洩防

止性能に加え，取扱いの容易さや積み重ねによる保管の

効率性などが求められている。放射線遮蔽性能について

は，詳細は先に述べたとおりであるが，一般には，コン

クリートの密度および厚みで要求性能を満足することが

可能であることから，鉄鉱石，鉄粉，砂鉄，銅スラグ，

フェロニッケルスラグ，重晶石，鉛ガラス等の密度の高

い骨材が利用されている。一方，物質の漏洩防止性能に

ついては，耐久性の高いコンクリートが必要となるが，

内側にエポキシなどによる樹脂ライニングあるいは防水

シート等が施されているものもある。 

3.5 放射性物質により汚染された災害廃棄物の処分 

(1) 処分対象となる焼却飛灰の特性 

 多量にある土壌では放射性 Cs はほとんどが不溶性で

あり，安定である。課題となるのは可燃物を焼却減容化

した際に発生する焼却灰である。主灰で可溶性 Cs は少

ないが，飛灰では Cs の多くが可溶性であり，その処分

には特に注意を要する。焼却飛灰の組成の例を表－3.2

に示す。一般ごみの性質に依存するが，CaCl2は 5～30%，

NaCl と KCl はそれぞれ 5%前後，安定 Cs は 0.1～10ppm

程度含有される。 
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表－3.2 焼却飛灰の組成の例 

 

 

(2) 灰水洗 

放射性 Cs に汚染された 8,000Bq/kg 超の焼却飛灰は指

定廃棄物に指定され，処分することができずに焼却施設

内に保管されているが，保管スペースの不足などが大き

な課題になっている。そこで，放射性 Cs に汚染された

焼却飛灰を 8,000Bq/kg以下の通常の管理型最終処分場で

埋め立て可能なレベルまで洗浄・処理し，保管量を減量

することを目的とした飛灰洗浄技術の検討も進められて

いる[21]。 

(3) 不溶化処理 

 Cs は単独のイオン半径が大きいため，水和イオン半径

が実質的に小さく，イオン交換体に対する選択係数が非

常に大きく，吸着が容易なイオンである。しかしながら

飛灰中には水和イオン半径の比較的小さいKが多量に含

まれるため，これが Cs イオンの吸着を阻害する。K イ

オンが吸着阻害しないイオン交換体としてはプルシアン

ブルーがよく知られているが，飛灰中では水酸化 Ca に

よって分解されてしまうため，飛灰中の放射性 Cs 不溶

化法としては，飛灰の洗浄液を中和処理し，その後プル

シアンブルーに通して吸着させる手法がとられてきた。 

 一方で，ここでは，プルシアンブルーの Fe3+を Ni2+に

置き換えたフェロシアン化ニッケル（NiFeCN）を用いる

ことで，飛灰中の放射性 Cs の不溶化処理を行ったうえ

で，セメント固型化する手法[22]を示した。NiFeCN 懸

濁液を添加した際のCs除去率とNiFeCNの濃度との関係

を図－3.2に示す。高い除去率を達成していることが分

かる。 

 このほか，焼却灰に固型化材と少量の水を添加し，高

周波振動を用いた超流体工法により密実に固めることで，

焼却灰を減容し，安全かつ強固な固型化ブロックや固型

化盤を製造する技術についての検討[23]，放射性 Cs を含

んだ刈草や切枝などの木質バイオマスの燃焼により発生

した飛灰のセメント固型化処理を想定し，セメントやベ

ントナイトを添加した木質バイオマス燃焼飛灰中のセシ

ウムの挙動についての検討[24]，ベントナイトを主成分

とした天然鉱物由来微粉末を用いて，放射性 Cs を含有

した飛灰をセメント固型化し，その固型化体からの放射

性セシウム溶出抑制効果に関する検討[25]なども行われ

ている。 

 

 

図－3.2 Cs除去能に対するNiFeCNの濃度の影響[22] 

(溶液：Ca(OH)2飽和，NaCl,KCl濃度=0.25M) 

 

 また，原子力発電によって発生する低レベル放射性廃

棄物のうち放射能レベルの比較的低い廃棄物の埋設処分

（ピット処分）では，対象となる廃棄物が，発生する発

電所において減容化，安定化等を目的にセメント，アス

ファルト，プラスチックなどで固型化処理されている。

その概要を参考として示した。 

(4) 最終処分場とコンクリート 

 10 万 Bq/kg 超の指定廃棄物の最終処分においては，水

による漏洩を防ぐための遮水が重要となり，鉄筋コンク

リート構造物をベントナイト混合土や土壌で覆土する遮

断型処分場が提示されている[26]。埋立終了・第 1 監視

期間のイメージを図－3.3に示す。 

 

 

図－3.3 指定廃棄物の遮断型処分場の埋立終了・第 1

監視期間のイメージ[26] 

 

 放射性物質に汚染された飛灰を含む特殊な廃棄物が鉄

筋コンクリートにもたらす影響と発生しえる過酷な万が

一の事故を考慮し，遮断型相当の最終処分場において処

分するための技術的考え方を提示し，この考え方に沿い

多様な観点から鉄筋コンクリート製構造物材料の設計に

ついて論じた[27]。遮断型処分場は，浸水に関する多重

防護システムになっているが，あえて，コンクリート表

面の腐食防止対策が破損し，濃厚塩水に接する状況を考

えた。この場合，温度ひび割れに加え，乾燥ひび割れの
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発生とひび割れを通じた濃厚塩水の鉄筋への作用（塩害），

さらには，アルカリ骨材反応（ASR）や膨張性鉱物

（3CaO.CaCl2.15H2O）の生成によるひび割れ発生と脆化

にも繋がる可能性が考えられる。それらについて，設計

と監理の考え方を示した。 

 関連して，温度応力と乾燥環境でのコンクリートのひ

び割れや Cs のコンクリートへの浸透に関する解析事例

も紹介した。 

 

4. 再利用技術 

再利用技術のワーキングでは，汚染されたコンクリー

トがらを再利用する技術について検討した。まずは，汚

染されたコンクリートがらの再利用が，今後に具体的な

規・基準値を設けながら検討される際に参照されるべく，

コンクリート工学において変遷されながら設定された経

緯のある前例を整理した。次に，再利用される対象の把

握と，再利用技術のアイデアを捻出するための情報収集

の目的で，コンクリートと放射線に係わる実態を調査し

た。これらを踏まえて，放射性物質で汚染されたコンク

リートがらを再利用するアイデアを，可能性の高低に拘

らずできるだけ多く提案した。 

4.1 コンクリートに係わる規・基準値 

塩害やアルカリ骨材反応に関する規・基準値は，構造

物の耐久性に関わるものであり，その内容は純粋な技術

論によるところが大きい。一方，環境安全性の様な直接

人体に関係するものは，規・基準値が安全であることと

もに，市民が安心を感じることへの配慮も重要になる。

ここでは，その一例として，スラグ骨材の環境安全品質

導入の事例について紹介した。 

鉄鋼スラグ骨材，銅スラグ骨材，電気炉酸化スラグ骨

材などの品質が，1997 年に JIS で定められた。コンクリ

ート用骨材として用いられることから，絶乾密度，吸水

率，粒度，単位容積質量などが規格化された。また，骨

材に含まれる化学成分の内，酸化カルシウムや硫黄，鉄

などが品質規格に含まれたが，これらはいずれもコンク

リート用骨材としての品質の確保，すなわち保存中の固

結やコンクリート中での膨張，錆の発生の防止などを念

頭に置いたものであった。すなわち，この時点では環境

安全性が品質項目として設定されていなかった。 

一方，一般廃棄物，下水汚泥等の溶融固化物を用いた

コンクリート用細骨材の標準報告書 TR A 0016 が 2002

年に制定され，2006 年には JIS 化された。この溶融スラ

グ骨材の JIS はコンクリート用骨材の規格であるが，一

般廃棄物や下水汚泥などの焼却灰を原料としていること

から，環境安全性も品質の一項目として設定され，骨材

に含まれる有害物質の溶出量や含有量も規定された。ま

た，それらを確認するための試験方法が必要になり，予

め 2005 年には JIS K 0058 が定められた。 

このように，同じコンクリート用スラグ骨材でありな

がら，環境安全性を品質として設定したものと，設定し

なかったものが混在し，品質規格の整合化が求められた。

これを受けて，コンクリート用骨材のスラグ類に化学物

質評価方法を導入するための検討会が発足され，環境安

全品質とその検査方法を導入するための基本的な考え方 

[28]がまとめられた。すなわち，循環資材のライフサイ

クルを考慮し，最も配慮すべき暴露条件を考慮し，規・

基準値を定めることが基本となった。例えばコンクリー

ト用骨材として使用していても，その部材がいずれ解体

され埋め戻し材などとして使用される可能性があれば，

その条件において該当する環境基準や対策基準を満足す

るように規・基準値を定める。一方，もし解体されるこ

とのないコンクリート構造物としての利用形態であれば，

コンクリート構造物のままの状態の暴露環境として捉え，

含有量については規定せず，溶出量のみを確認すればよ

いことになる。 

このような，環境安全性確認の基本原則が定められ，

これを反映する形で JIS A 5011-1「コンクリート用スラグ

骨材−第１部：高炉スラグ骨材」，ならびに JIS A 5011-4

「コンクリート用スラグ骨材−第４部：電気炉酸化スラ

グ骨材」の改定がなされ，環境安全品質が取り取り込ま

れることとなった。また，JIS A 5011-2「コンクリート用

スラグ骨材−第２部：フェロニッケルスラグ骨材」なら

びに JIS A 5011-3「コンクリート用スラグ骨材−第３部：

表－4.1 二本松市のマンションにおける放射線量 

測定時期 測定場所 放射線量 (μSv/h) 

2012 年 
1 月 

2 階および 3 階屋内 0.1～0.38 [29] 
1 階屋内 0.9～1.24 [29] 

屋外 
0.7～1.0 [29] 

2013 年 
11 月 

0.375 

下写真の測定点 1 0.391 
下写真の測定点 2 0.740 

 

 

写真－4.1 二本松市のマンションにおける対応状況 

増し打ちされな

かった範囲 

増し打ち 

された範囲 
● 

● 

測定点 1 

測定点 2 
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銅スラグ骨材」も，近日中に環境安全品質を取り込む改

定がなされる予定である。 

何れにしても，技術基準の策定・改定に際しては，ハ

ード的な技術革新のみではなく，社会的な側面によって

も変化し得る。とりわけ，人体の健康に直接的な影響が

ある品質項目に関する規・基準値の設定に際しては，安

全とともに安心も大きな影響を与える。 

4.2 コンクリートと放射線に係わる調査 

2011 年 7 月に完成した，福島県二本松市のマンション

において，表－4.1 に示すとおり，高い放射線量が測定

された[29]。このマンションの基礎部分のコンクリート

に，当時計画的避難区域であった浪江町の砕石が使用さ

れたことが主な原因であると，当初は指摘された。汚染

が判明した後，写真－4.1 に示すとおり，1 階のエントラ

ンスの土間を 15cm 厚のコンクリートで増し打ちする対

応がなされ，上階への通路の放射線量は低下した。しか

し，1 階の各部屋および玄関への廊下は増し打ちできず，

1 階の住民は退居した。 

浪江町の砕石工場は福島第一原子力発電所から北西

へ約 22km の位置にあり，事故当時の空間線量は 300μ

Sv/h，マンションの汚染が判明した 2012 年 1 月時点でも

100μSv/h であった。2011 年 3 月 14 日から 4 月 22 日に

かけて，この工場からは 2 社の生コンクリート工場へ

1,987t の砕石が出荷され，その後 940 か所の現場へ生コ

ンクリートとして出荷された。調査の結果，その内 118

か所で高い放射線量が測定された。2012 年 1 月 20 日に

福島県災害対策本部が砕石工場の立入り検査を行った結

果を表－4.2 に示す。これによれば，野積みのストック

ヤードの砕石や，事故当時に外気に曝されていた部分の

線量が高かったと推察される。ただし，高い放射線量が

測定されたコンクリートが，どの部分の砕石を使用した

ものかを確認することは不可能であった。 

 

表－4.2 砕石工場の核種分析結果（Bq/kg） 

調査地点 Cs-134 Cs-137 

屋根付き 
プラント 
ヤード 

南側 2,780 3,760 
北側 2,740 3,630 

中央 2,670 3,640 
屋根無 

ストック 
ヤード 

生コン用砕石 29,800 39,500 

路盤材用砕石 63,900 85,700 

採石採取場 170,000 226,000 
残土処理区域 840,500 114,000 

 

前述のとおり，マンションの汚染の原因として，汚染

された砕石を使用したことが主であると発表されたが，

セメント硬化体には放射線遮蔽能力があることを考慮す

ると，工学的には汚染された砕石だけが原因ではないと

思われる。マンションの基礎を施工した時期は 2011 年 4

月であり，当時の空間線量は 10μSv/h 以上であった。放

射性物質は粘土や泥に付着しやすいので，フレッシュコ

ンクリートの状態で空間の放射性物質を吸着し，レイタ

ンスとともに基礎の上面に浮上したとも推察される。ま

た，基礎コンクリートを打設した直後に放射性物質を含

んだ塵や埃が飛来して吸着した可能性もある。ともかく，

マンションのコンクリートのコア調査等により汚染の原

因を解明することは重要な課題である。また汚染が判明

した早期の段階でそのような調査を実施すべきであった。 

4.3 再利用技術の提案 

福島県の現状に加えて，今後にもし新たな事故が起き

てしまった場合も含めて，汚染されたコンクリートがら

や骨材を有効利用するアイデアを，表－4.3 に示す。た

だし，地盤材料への再利用[30]と同様，通常のコンクリ

ートとは特性が異なることから，適切に取り扱うことが

大前提である。すなわち，クリアランスを超えたコンク

リートがらや骨材を再利用するに当たっては，4.1 に記

述のとおり安全性と安心を必ず評価しなければならない。

それを満足した上で，管理された条件下でのみ再利用を

許し，その記録を残すことが重要である。 

 

表－4.3 再利用技術のアイデア 

1. 構造物の状態で汚染したコンクリートの再利用 

 
 構造物の外側を遮蔽材で覆う 
 外装仕上げ材を取り替える 
 コンクリート表面を除染する 

2. 地震や津波で壊れた後に汚染したｺﾝｸﾘｰﾄがら・ 

構造物の状態で汚染したｺﾝｸﾘｰﾄがらの再利用 

 

 内部のみに汚染したコンクリートがらを配置し，

その周囲を非汚染コンクリートで覆う構造体にす

る 
 表面を除染後に破砕し，再生骨材として用いる 
 非汚染骨材と混合して、全体的な濃度を薄くする 
 製造場所や供用場所を特定する 

3. 原材料の状態で汚染した骨材の再利用 

 
 より高汚染の区域や，汚染源の復旧用コンクリー

トまたは埋立て等の土工材料として利用する 

 

5. おわりに 

 福島第一原子力発電所の事故発生から既に３年が過ぎ

るが，放射性物質の制御に関しては未だ手探りの状態で

ある。コンクリート技術に関連する課題は，如何に放射

性物質の拡散，漏洩を防止し封じ込め，さらに汚染され

たがらなどを除染し，如何に安全に社会基盤に還元し利

用するかと考えられる。これらの問題解決に本報告書が

一助となれば幸いである。末筆ながら，多忙にもかかわ

らず本委員会の活動に積極的に参加いただいた多くの皆

様に心から感謝の意を表したい。 
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